
に分たれている。いずれも業務のmに供する建物 ・ 線路設備お

よびm線路以外の建造物を編入することになっている。(小林

こ うじ 公示 公共企業体の代表者ーが， その所:!jt l)ï-務について

一般に公示する必姿のある場合に発する文i阜の一極。国家行政

m織法第 14 :条第 l 項の規定によれば，各大l歪および各外局の長

は，その後l量lの所~jt !)ï-務について公示を必裂とする場合におい

ては， 告示を発することができることになっている。公共企業

体の公示については，このような法律上の 'Yl文はない。 しかし

公共企業体は， 官庁組絞で経g していたI!Hiiを，合理的かつ能

率的な五ß:立によ っ て公共の筒祉の別進をはかるために設立され

たものであるから ， 行政機関の場合における告示と同級に， そ

の業務について不特定多数のものにあることがらを知らせる必

要のあることはすくなくない。したがってその方法の l っとし

て ， 総裁は公示を発することができるものと解し，各公共企業

休は公示を発している。

国鉄の総l点が発する公示は， 日本国有鉄道公示と称している。

日本国有鉄道公示には，新駅開業のようなものもあり ， 旅客お

よび荷物巡送鋭flI!のように， 運送上の約欽について定めるもの

もあれば，また日本固有鉄道組織規程のように， 1 つには部外

者の便宜に供するために定められるものもある。このように公

示は部外に対するものであるから ， その規定事項はおのずから

限定されるが， その定める筋四内においては， 部内に対して遥

と問織の効力を生ずる。 日 本国有鉄道公示は他の公共企業体の

公示と同級に， 官報の公共企業体事項械lに掲載され広〈部外に

公示される。また一方部内に伝達するため鉄道公報の公示側に

転放される。なお公示には暦年により一巡番号が付される。

(官!lUEïm

こ うじ 工事(国鉄車両工場の) 鉄道工織における本米の業

務はJliji可，機械， その他鉄道用品の製造，改造，修繕，組立，

解体， すえ付， 試験等であって， これらの業務を工事という(外

注工事は含めない)。

工事iitを表わす単位は， 通常 本 人工(にん<lの諮を用いる。

人工は尖働 10 I時間 1 人を表わすものである。た とえば蒸気機

関車の大修絡に 500 人工要するといえば， 延 5，000 I時間の技工

の実際所lll! 1I寺 IHI を意味することとなる。人工の語は111丙工湯以

外でも 丹1~ 、るが， それは必ずしも 10 時間をな味しない。たと

えば被1IiJ.工場iにおいては 8 時聞が l 人工となっている。車両工

場は古くから 1 人工 10 時間制をとっていたので， 1 日の災勤務

時|首l を 8 lI~ffiJHIß)に改めた際にも，人工に関する統計の内容を改

めることを避けるために変更しなかったのである。

工事はl医倣の使2まのため， 請求者あるいはその内容によって

17 の組矧に分けているが， 3 1 年度のった紛で見ると極殿別人工

割合はつぎのようになっている。

jl1 岡修繕 66.0 Itî' 厳品製 作 8.3 

車両製作 2.3 綾 fMi 0.4 

111 両政~ 3.5 間i タト 0.2 

自動車修鱒 0.4 相互援 託 0.5 

船舶修絡 0.1 千寄 111 池 0.8 

担量滅修繕 1.9 鈴 物 5.1 

111 m 修総 1.1 製 材 1.0 

各所修純 0.2 1111 接 8.2 

除去1 1 付 ;;' 1 合 計 100.0 

こうじ

車問製作は裂在 0. 1 % に過き.ないが， 創業当時においては車両

製作は現在より多く地工されており ， 記録によればわが国最切

の国政蒸気俄|刻平は， 明治 26 年鉄道庁神戸工場(現在の目腎取工

場)で製造された。これより先， 明治 B 年には同工場で， 国産

材料 (111輸， 11Iij4hは輸入品)によって客貨111を製造し 9 年には

ポギー客11iおよび御料111を製造した。その後'Yl治 43 年に，国鉄

の車両は主として 11工間会社から購入し，ヱI坊においては修繕を

専門とすることが方針として決定されたことが記録に残ってい

る。現在においても前記のとおり工場においては車両修繕が

主裂の業務となっており ， 新車は111同会社に発注されているの

である。車問会社は明治 29 年大阪と名古屋に，汽JI1製造株式会

社と日本111開株式会社とが創業したのがもっとも古い。

エ織における工事は大部分工場外の訪求によ って縮工するの

であるが， 請求者はつぎのように区分できる。

国鉄部内 1;1 工場以外の他のすべての決算負担filii所長

国鉄郎外 官庁，公共企業休， 公法人および私鉄会社主事の国

古先制iタト者一

工場自身 他者の発注をまたず， 1主工場の必裂によって施工

する。

悶鉄部内の発注による工事を勘定科目で示せば， Jrl益勘定が

大部分であるが，ほかに工事勘定，用品勘定， fl1気勘定，炭鉱

勘定およひ: 1'1 工場以外の工場勘定等すべての経吹を負担科目 と

する修繕伐と ， 工事勘定所属の111両の製造改良q'/ ， 信量減設備'1'i.

ならひ.にJt-i' h;占，Ilz勘定とがある。

国鉄郎外からの受注については， 日本国有鉄道法第 3 条第 2

項に L 日本国有鉄道はその業務の円滑な遂行に妨け'ない限り ，

一般の~託により陸述に関する後械 ・ 告器具その他の物品の製造・

修繕若しくは剥i主， 工事の施行， 業務の og l'J!. 又は技術上の試

験研究を行うことができる1 と規定してあって， 私企業におけ

る i場合とは巡いまったく他動的な立場にある。

ヱt~自身て'liûï工するのは， 製作貯i波品の製作(鈴物および製

材工事の 8 '，'，1)がこれに属する)と|間接工事とである。

工事組別は別に 2 つの大分けが通常用いられる。 l つは車両

工事，イ也を諸種工事といい， 後者には自由1) 111'(1彦総工l)~ ， mt械修

繕工l!ï- ， 船舶 1彦総工事， 11工電工事， ほかつぎの 10 の工事を含め

ている。車両工事は文字どおりの内容であるが，製作の中には

組立を含むものである。

l 各所修総工事は鉄道管理局，駅，区， 工事事務所， 用品

目1等あらゆる担剣晃1からの発注工事を含み，いす，テープル，ス

ト ー プ ， lél示板， プレーキジュ ー， 建設線HJ土巡111 ， 経使信器開

幕~;の .(13織を主として配給擦で工場に請求する工l)ï-を編入する 。

2 除却付帯工事はlJê111の解休が大部分であるが， 建物等の

除却に付.m:する工事等， 除圭11 il'(で支弁する工事をいう。

3 貯蔵品製作工事は製作Hí'政品の製作が大部分を占め，資

材局または資材部が物品を調達する場合に，市場から購入する

かわりに工期に製作させることがあり，その場合j狩政品製作EE

で発注する工事を編入する。

4 設備工事とは工事経質支弁の工事で， 完成後は固定財産

に編入される。工事経il'(予算通達{!} (通称 AFE) によって施工

する工事である。総充Y'è支弁の工事については L補充工事l (昭

和 29 年度以砂)の種別を設けている。

5 部外工事は文字どおり国鉄部外からの委託による工事で，

国鉄と袋託者との|聞で結ばれる契約にもとづいて施工されるも

上記の合骨| 人工は 6，041 ，202 人工になるが， Jt-i'政品製作， 相互 のである。委託者の例をあげると，日本銀行 (荷物111) ，郵政庁

委託， 鈎物お よ び製材工I)ï-は ， 大部分111岡修繕工事の十')-;:，.;=工事 (郵便111) ，アメリカ匙Hil1fI (各車両)，令私鉄会社(部品および

であるから，車両修繕が全体の約 80% を占めていることになる。 車両)等がある。
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